日台経済文化交流会　会則　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2015.6.20
第1章 総則

（名称）

第1条 本会は、「日台経済文化交流会」と称する。

（事務局）

第2条 本会は、事務局を東京都渋谷区に置く。

第2章 目的及び事業

　

（目的）

第3条 本会は、日本および中華民国台湾の文化･教育・経済交流を活発に行うことを通じて、両国の人々が相互理解･相互尊重できる関係の構築に貢献する活動を推進することを目的とする。

（活動）

第4条 本会は、前条の目的を達成するために、次の活動を行う。

（1） 日本と台湾とのビジネス振興、文化振興のための「政策提言」

（2） ビジネスに関する様々な「研究･情報提供」活動
（3） ビジネスの起業家育成･発掘のための「支援活動･事業」

（4） 会員企業の経営強化,経営者の研鑽のための「研究部会･委員会･交流会」の開催
（5） 両国の文化（双十節等）、教育（中華学校）、芸術の振興に関する協力活動

（6） 両国の官民レベルにおけるビジネス及び文化交流の発展促進を図る活動
（7） その他前条の目的を達成するために必要な活動

第3章 会員

（会員の構成）

第5条 本会の会員は、次の通りする。

（1） 正会員　本会の目的に賛同し、役員会において承認された個人及　

　　び法人
－１－

（入会）

第6条 本会の会員になろうとする者は、正会員１名以上且つ理事１名以上の推薦を得て入会申込書を提出し、役員会の入会審査承認を経て、会費の納入が完了した時点で正式入会とする。
（入会金及び会費）

第7条 本会の入会金は、次の通りとする。
　　１　　正会員　　　（個人）１０，０００円　（法人）１０，０００円

　　２　本会の会費（年）は、次の通りとする。

　　（１）正会員　　　（個人）１２，０００円　（法人）１２，０００円

　　３　入会を承認された者は、入会に際し、入会金･会費を所定の期限までに納入しなけ

ればならない。また、本会の納付済みの会費は理由の如何を問わず返還しない。

（権利及び義務）

第８条　

１　正会員は、本会の運営について提案する権利及び総会における議決権を各１個

　　　を所有する。

　　　２　会員は、本会則を遵守するとともに、役員会決議を遂行し、本会が開催する
活動に積極的に参加する。
　　　３　会員は、遅滞なく期限までに全額会費を納付する。　　

（資格の制限）

第９条
　　　１　本会は反社会的勢力の入会を認めない。

　　　　　又、政治・宗教・マルチビジネスの活動を禁止する。

（資格の喪失）

第１０条
会員は、次の理由によってその資格を喪失する。

　　　１　退会　退会しようとする会員は、理由を付して会長あてに退会届を提出しなけ

ればならない。

　　　２　死亡、法人にあってはその解散。
　　　３　除名。
　　　下記に該当する者は、役員会の決議を経て、除名処分とする。

（1） 本会の名誉を傷つけたもの
（2） 会費を１年以上滞納したもの

（3） 会員の和を乱したもの

（4） 反社会的行為や公序良俗に反する行為を行ったもの

（5） その他本会の会則目的に反する行為を行ったもの
　　　－２－
（会員間の取引開始報告義務）

第１１条

　　　　１　会員は会員間で新規に取引を開始しようとする場合、事務局にその取引

　　　　　　する内容を書面で報告し、承認を得なければならない。

　　　　　　但し、報告は初回取引のみとする。

（会員間のトラブル発生時における本会の責任免除）

第１２条

　　　　１　会員間の取引上で金銭等のトラブルが発生した場合、当事者で解決するもの

　　　　　　とし、本会は一切の責任を負わない。

第4章 役員
（役員の種類）

第１３条　本会に、次の役員をおく。

（1） 理事　　　　５名以上１０名以内、内会長１名・副会長（４名）･　

　　　　　　　　　　執行理事１名以上
（２ ）監事　　　　１名以上３名以内

（役員の選任）

第１４条　役員及び監事は総会の決議により選任し、会長及び副会長並びに執行理事は
役員会の互選により定める。
（役員の職務）

第１５条　役員の職務は、次の通りとする。
　　　　１　会長は、代表理事として本会を代表し会務を統括する。
２　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。
３　理事は、役員会を構成し業務執行や管理業務について統括する。
４　執行理事は、事業執行や管理業務について統括し執行する。

５　監事は、本会の会計事務及び役員の職務執行を監査する。
（役員の任期）

第１６条　役員の任期は２年間とする。（但し、再任を妨げない。）

　　　　　補欠により選出された役員は、前任者の残任期間とする。

（役員報酬）

第１７条　役員は原則、無報酬とする。但し常勤は有給とすることができる。
　　　　　その際の報酬は役員会の承認を得て会長が定める。
－３－

（役員の解任）

第１８条　役員が次の各号に該当するときは、役員会において出席役員総数の３分の２

　　　　　以上の議決を得て、解任することができる。

（1） 心身等の故障のため、職務の執行に堪えられないと認められる時

（2） 職務上の義務違反、その他、役員としてふさわしくない行為があると

認められる時

（3） 辞任届が提出された時

（4） 会員資格を喪失した時

（事務局長･事務局職員）

第１９条　会長は、本会の事務管理を統括するために事務局長１名、事務を処理するために事務局職員を、役員会の決議を経て、おくことができる。

第２０条　前条各人員の職務規定及び報酬規定は別途定める。
第5章 総会
（総会の種別）

第２１条　
１　総会は、定期総会と臨時総会とする。

　　　２　定期総会は、毎年５月に開催する。

　　　３　臨時総会は、会長が必要と認めるとき、正会員の５分の１以上から、会議の

目的たる事項を示して請求があったとき招集することができる。

（総会の招集）

第２２条　
１　総会は、会長が招集する。
　　　２　総会を招集するときは、正会員に対し、会議の目的及びその内容並びに
日時、場所を示して２週間前までに通知しなければならない。

（総会の審議）

第２３条　総会は、会長が議長となり、次に掲げる事項を審議し、議決する。
（1） 事業計画及び収支予算に関する事項　

（2） 事業報告及び収支決算に関する事項
（3） 役員の選任及び解任に関する事項

（4） 解散･合併に関する事項

（5） 会則等の改正に関する事項

（6） その他の重要事項
－４－

（総会の定足数）

第２４条　総会は、正会員の過半数の出席で成立する。（但し、委任状を提出した会員
は、出席者とみなすものとする。）
（総会の議決）

第２５条　総会の議事は、出席した正会員の過半数を以って決し、可否同数のときは、議
　　　　　長の決するところによる。

（総会の議事録）

第２６条　総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

（1） 日時及び場所
（2） 会員の現在数及び出席者数（委任状を提出した会員も含む。）

（3） 開催目的、審議事項及び議決事項

（4） 議事の経過概要及びその結果

（5） 議事録署名人の選任に関する事項

（6） 議事録には、議長及びその総会において選任された議事録署名人２名以上の署名押印をしなければならない。
第6章 役員会

（役員会の構成）

第２７条　
１　本会に、役員会をおく。
　　　２　役員会は、第１３条で定める役員（但し、監事は除く）を以って構成する。

（役員会の招集）

第２８条　役員会は必要に応じ会長が招集する。

（役員会の審議事項）

第２９条　役員会は，会長が議長となり、次に掲げる事項を審議し議決する。

（1） 総会に付託すべき事項

（2） 総会において議決された事項の執行に関する事項

（3） 日常の運営に関する事項

（4） その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項
（役員会の議決）

第３０条　役員会の議決は、出席者の過半数の賛同を以って決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。

－５－

第7章 会計及び財産
（収入）

第３１条　本会の運営費は、会費･寄付金及びその他の収入を以って充てることとする。

（財産の管理）

第３２条　本会の会計処理及び管理方法は役員会で定める。

（会計年度）

第３３条　本会の会計年度は、毎年４月１日から翌年の３月３１日とする。

第8章 附則
（会則の改正）

第３４条　会則の改正は、総会において正会員の３分の２以上の賛同を以って決定する。

（細則）

第３５条　本会則に定めのない事項及び本会則の実施に必要な細則は役員会が定める。

（雑則）

第３６条　本会則は、平成２５年４月１日より施行する。

－６－
